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【説明用概要】

平成３１年３月

ＪＡ全中 基本政策対策室



○ 今年は食料・農業・農村基本法が制定され２０年の節目、同法に
基づく「食料・農業・農村基本計画」の改訂がすすめられる年。

○ ＪＡグループは、以下を重要課題と認識した上で「持続可能な食と
地域づくり（食料安全保障の確立）」に向けた運動を展開・発信。

【重要課題】

① 食料自給率・食料自給力の低迷
⇒農地・人など生産基盤の弱体化

「 国内生産を 維持・ 増大さ せら れる か 」

② 災害の多発と世界的な人口増
⇒異常気象・災害や人口増により、食料供給不安定化の恐れ

「 食だけでなく 地域の安全保障も 守れる か 」

③ 国民の認識と国際化の進展
⇒ＴＰＰや日ＥＵ・ＥＰＡの発効、ＴＡＧなど、かつてない国際化

「 国民・ 消費者の食の安全・ 安心を 守れる か 」
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「持続可能な食と地域づくり」に向けたＪＡグループの取り組みと提案
～「食料安全保障」に資する基本政策と取り組みの展開方向～【イメージ①】

現下の情勢 （わが国の「食料安全保障」の懸念）

【世 界】 【日 本】

食料需給の急変・ひっ迫

持続可能性の懸念
（SDGsの必要性）

不安定な国際社会・貿易

為替の変動

資源枯渇温暖化・異常気象

紛争自由貿易VS保護貿易

過疎化・高齢化

過度な輸入依存 TPP11、日EU-EPA発効

農村の荒廃

大量の食品廃棄

大規模災害の多発

自給率低迷

食料需要急増の懸念

人口の急増

以上の現状をふまえ、ＪＡグループは、現在進めている「ＪＡの創造的自己改革」の実践とともに、
「持続可能な食と地域づくり（食料安全保障の確立）」に向けた取り組みと提案を行っていきます。

「食料安全保障の確立」
に向けた取り組みと提案

①国民・消費者とともに行う議論 （まずは現状について広く共有・発信）

「創造的自己改革の実践」
（第28回JA全国大会：本年3月7日）

②次期食料・農業・農村基本計画への食料安全保障等に資する政策の反映

③持続可能な食と地域づくりに向けたＪＡグループの取り組み
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食料安全保障の確立
（持続可能な食と地域づくり）

③各品目の生産基盤たる農地および農業関連施設が、災
害対応を含めて維持・強化されている。

②生産及び経営にかかる品種（種子など遺伝資源）や技
術が、適切に守られたうえで改良・向上・革新されている。

①家族農業・中小規模農業者など多様な農業者により、
中山間地域・離島を含め、各地域で農業経営が持続的
に展開されている。

④水・エネルギーや肥料・飼料などの生産資源が多角的
に維持・確保されるとともに、その自給・循環の取り組み
が広く展開されている。

⑤国民・消費者全体で、食の安全・安心にかかる情報、食
料・農業・農村の現状・認識にかかる情報が共有されて
いる。

※上記に持続性を確保し、ＳＤＧｓにも貢献

食の安全・安心の確立 国内生産の増大

政策の基本理念等

農 地 人(農業者) 技 術 持続性

上の４つの軸で、食料・農業・農村に関連する政策を
検証し、拡充・強化する

食料自給率・自給力目標と
その実現に向けた展開方向

食料自給力にかかる目標設定・共有・実践する枠
組みの構築

目標実現に向けて地域一体となった取り組み

ＪＡグループの取り組み方向

各団体等と連携した情報発信・国民への働きかけ

➢ 全国・都道府県段階を中心に、 「食料・農業・農村
（ＳＤＧｓ）にかかるシンポジウム」等

➢ 都道府県段階を中心に、条例の制定や、地域の目
標・計画策定を通じた各団体との連携、食料・農業・
農村の現状・認識の共有

➢ 全国・都道府県・ＪＡ段階において、持続可能な食
と地域づくりの各種運動（事例等の横展開）

国民・消費者の期待に応え、食料・農業・地域の
担い手・支え手を一人でも多く増やす

「持続可能な食と地域づくり」に向けたＪＡグループの取り組みと提案
～「食料安全保障」に資する基本政策と取り組みの展開方向～【イメージ②】


